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１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 5,800 8.2 5,786 8.2 1,645 9.8 1,720 8.1 1,210 12.7

2024年３月期第３四半期 5,359 5.8 5,347 5.8 1,497 35.7 1,591 35.6 1,074 55.6
(注) 包括利益 2025年３月期第３四半期 1,141百万円( △14.4％) 2024年３月期第３四半期 1,332百万円( 82.9％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 218.50 －
2024年３月期第３四半期 195.29 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 115,823 13,314 11.5

2024年３月期 99,476 12,471 12.5
(参考) 自己資本 2025年３月期第３四半期 13,314百万円 2024年３月期 12,471百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 0.00 － 69.50 69.50

2025年３月期 － 0.00 －

2025年３月期(予想) － －

・当社グループは、下記「３.2025年３月期の連結業績予想」における事由により、2025年３月期の配当予想額は未
定であるため、記載しておりません。

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）
・当社グループは商品市場、証券市場及び為替市場等において多角的に商品デリバティブ取引業及び金融商品取引業
を展開しており、また当該市場には経済情勢、相場環境等に起因する様々な不確実性が存在しております。このため
当社グループは、業績予想の記載は行っておりません。それに代えて、決算数値が確定したと考えられる時点で四半
期及び通期の業績速報値の開示を実施してまいります。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） － 、除外 －社（社名） －

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料９ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記(３)四半期連結財務諸表に関する注記事項
（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」等をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期３Ｑ 8,897,472株 2024年３月期 8,897,472株

② 期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 3,247,321株 2024年３月期 3,389,082株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 5,541,905株 2024年３月期３Ｑ 5,500,987株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている今後の見通し等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理
的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４ページ
「１.当四半期決算に関する定性的情報(３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」等をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、内需主導の動きが堅調に進む中、12月の日銀短観にて発表さ

れた業況判断指数（ＤＩ）は、大企業・製造業では半導体需要の高まりを背景に生産用機械の改善が見られ、素材

関連も資源価格の低下の恩恵を受けて上昇しました。大企業・非製造業においては小幅低下したものの、物流や建

設分野の堅調な動きにより全体としては高水準を維持しております。先行きについては、内需主導の緩やかな回復

が見込まれ、企業収益の好調さを背景に賃上げや設備投資が拡大基調を継続し、雇用・所得環境の改善により個人

消費も緩やかな回復が続く見通しでありますが、深刻化する人手不足や海外経済の不透明感による下振れリスクも

含んでおります。

米国では、個人消費が堅調さを維持する中において、非製造業は小売業やヘルスケア分野での改善により12月の

米国供給管理協会（ＩＳＭ）景況感指数において好調を維持している一方、製造業はAI需要が支える分野とその他

の低迷が混在しており、全体としての回復力には限りが見られます。中国では、工業生産と輸出が堅調に推移して

おり、製造業の景況感も改善が続いていますが、個人消費や固定資産投資が回復を阻む要因となり内需の勢いは鈍

化しております。先行きは、米国では高金利や物価高が低所得者層の消費を抑え、建設投資や住宅投資の伸びが鈍

化し景気が減速する見通しでありますが、大規模減税や規制緩和への期待が景気を一定程度下支えすると見込まれ、

中国では、内需拡大を掲げた政策方針が期待される一方、具体策の提示が遅れており、外的要因や政策不足による

景気の下振れリスクが懸念されております。

証券市場においては、取引所株価指数取引(くりっく株365)は、米国の根強いインフレを背景として米連邦準備制

度理事会(ＦＲＢ) による利下げ観測が後退したことや、イスラエルによるイラン大使館周辺の空爆などの中東情勢

緊迫化を受けて下落、一時37,000円を割り込みました。５月に入るとＮＹダウが高値を更新して40,000ドル台まで

上昇、国内市場も追随する動きを見せましたが、その後は長期金利の上昇が圧迫要因となり軟調な推移となりまし

た。６月は39,000円を中心としたもみ合いを経て、円安ドル高を背景に月末にかけて上値を追う展開となりまし

た。７月の前半はＦＲＢの早期利下げへの期待を背景にＮＹダウが上昇、円安ドル高も支援要因となり過去最高値

を更新して42,000円台まで上昇しました。しかしその後は急速に円高ドル安が進行、ＮＹダウの下落も嫌気され急

落場面となりました。８月の前半も円高ドル安の流れに押されて続落場面となり約10カ月ぶりに安値を更新、一方

で急落に対する反動も大きく、月後半では７月末の水準まで戻すなど不安定な相場展開となりました。９月前半も

ＦＲＢが0.5%の利下げに踏み切るとの見方から、為替が一時140円を割り込むなど、円高ドル安を背景に35,000円台

まで下落しましたが、実際に0.5%の利下げを決定すると米国景気のソフトランディング期待からＮＹダウが上昇、

国内市場も堅調な推移となりました。10月には、米国で景気の底堅さを示す経済指標の発表が相次いだことから、

日本株市場もリスクオン選好の動きとなり上昇、約３カ月ぶりに40,000円を上回りましたが40,000円は抵抗ライン

として意識され、その後は調整場面から38,000円割れまで下落しました。11月に入り、米国大統領選挙でトランプ

前大統領が勝利したことから、財政出動を期待する「トランプ・トレード」を意識した買いにより上昇しましたが、

その後は関税強化の方針が投資家心理の悪化を誘い、再度38,000円を割り込みました。12月に入ると為替市場での

円安ドル高進行を背景に下値を切り上げる動きとなり、39,000円半ばの水準で年内の取引を終えました。

商品市場においては、原油は中東情勢の悪化による供給不安が高まる中、下値を切り上げて80,000円台まで上昇

するなど堅調な足取りとなりました。しかし５月に入ると、イスラエルとイスラム組織ハマスとの休戦実現に向け

た期待感や米国原油在庫の増加を背景に、海外市場が急落したことから75,000円台まで下落しました。その後は

徐々に値を戻しましたが６月に入り、石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）加盟国とロシアなど非加盟産油国でつくるＯＰ

ＥＣプラスの閣僚級会合が開催され、現行の協調減産を2025年末まで延長することで合意したものの、一部の減産

については10月以降、減産規模を徐々に縮小する枠組みを設定したことから、海外市場が急落、国内市場も追随し

て一時72,000円を割り込みました。しかし売り一巡後は、ウクライナ情勢や中東情勢を巡る地政学的リスクが意識

されて急反発場面となり、再度80,000円台を回復しました。その後は中国の消費減速を背景とした原油需要減退懸

念が台頭して下落、８月には米国株式市場が大きく下落する中、原油相場にもリスク回避の動きが強まったことか

ら急落場面となり、64,000円を割り込みました。その後も引き続き地政学的リスクが下支えとなり70,000円台を回

復する場面も見られましたが、９月に入り、ＯＰＥＣが2024年と2025年の世界石油需要見通しを２カ月連続で引き

下げたことが圧迫要因となり、60,000円台前半まで下落しました。10月に入ると、イランがイスラエルにミサイル

攻撃を行い、地政学的リスクの高まりから急伸場面となり一時70,000円台まで上昇しましたが、イスラエルの反撃

が限定的であったことから、その後はおおよそ65,000円～69,000円での推移となり、保ち合い相場が続いた後、12
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月にシリアのアサド政権が崩壊したことから中東情勢不安定化への懸念が台頭、日銀の金融政策決定会合での金利

据え置きによる円安ドル高も上昇要因となり70,000円台を回復して年内の取引を終えました。

金はイスラエルがシリアのイラン大使館周辺を空爆したことを受けて、中東情勢を巡る地政学的リスクが一段と

高まり、国内外ともに最高値を更新する動きとなりました。５月に入り、米国の経済指標がインフレ鈍化傾向を示

したことから円高ドル安が加速、東京金は一時11,180円まで急落しました。しかし中東の地政学的リスクの再燃や、

イラン大統領の事故死などを受けて堅調に推移、12,000円台まで上昇しました。６月に入ると、中国人民銀行（中

央銀行）が１年半続けてきた金準備高の増加が５月で一時停止したことが明らかとなり12,000円を割り込む場面も

見られたものの円安ドル高を背景に堅調に推移、米国の９月利下げ開始予想も支援要因となり、12,679円と過去最

高値を更新しました。その後は中国の金需要減退懸念や円高ドル安が圧迫要因となり軟調に推移、８月早々には急

激な円高ドル安と株安を受けて商品市場にも売り圧力が加わり、一時11,000円を割り込む暴落場面となりました。

その後は中東の地政学的リスクへの警戒や為替市場が大幅に円安ドル高に振れたことから投機資金が流入、12,000

円手前まで値を戻すなどボラティリティの高い状況が続きました。９月に入ると、ＦＲＢが通常の２倍にあたる

0.5%の利下げを決定したことが、金利のつかない金の支援要因となり、ＮＹ市場で2,708.7ドルと過去最高値を更

新、国内市場も追随する動きから12,600円台を回復しました。10月に入ると修正を経た後、急激な円安ドル高を背

景に連日過去最高値を更新して13,819円まで上昇、ＮＹ市場も過去最高値となる2,800ドル台まで上昇しました。そ

の後は利益確定の売りなどの持ち高調整で軟調に推移、米国大統領選挙ではトランプ前大統領が圧勝したことから

政策実現性が高まるとの見方が強まり、「トランプ・トレード」が誘発されたことも圧迫要因となりました。12月

に入り、シリアのアサド政権崩壊による地政学的リスクや、中央銀行が11月に７カ月ぶりに金購入を再開したこと

などを受けて反発、ＮＹ市場では一時2,600ドルを割り込む場面も見られたものの、国内市場は円安基調を背景に

13,378円で年内の取引を終えました。

為替市場においては、底堅い米国経済情勢を背景にＦＲＢ議長が政策金利を当面の間、現行水準を維持する方針

を示唆したことから利下げ観測が後退、また、日銀の金融政策決定会合を受けて緩和的な金融政策が継続する見方

が強まったことから、160円台前半まで円安ドル高が進行しました。５月に入り、高値警戒感の中でＩＳＭ景況感指

数などの米国主要指標が市場予想を下回ったことを受けて急落場面となり、一時151円台後半へ調整安となりました

が、その後はＦＲＢと日銀の金融政策を巡るスタンスの違いが意識され、再び157円台半ばへ円安ドル高が進みまし

た。６月は一進一退の動きを経た後、日銀が国債買い入れの減額を先送りしたことなどから37年半ぶりとなる161円

台まで円安ドル高が進行しました。７月に入ると日米金利差の縮小を背景に円高ドル安が進行、ＦＲＢが９月の利

下げ開始を示唆した一方で、日銀が追加利上げと長期国債買い入れ減額を発表したことも円高ドル安に拍車をかけ

ました。８月には日銀高官が利上げを急がない姿勢を示したことで一時的に円が反落しましたが、９月に入り軟調

な米国の経済指標を受けて再び円高ドル安が進み、一時140円を割り込みました。月後半の自民党総裁選では、当初

円売りドル買いが強まり、146円台に達しましたが、決選投票後に143円台まで急落するなどボラティリティの高い

展開となりました。10月に入ると石破首相の「追加の利上げをする環境にはない」との発言や、米国雇用関連指標

の強さを背景に大きく円安ドル高が進行しました。11月にはトランプ前大統領の勝利を経て、共和党が上下両院を

制する見通しやＦＲＢ高官の利下げ慎重姿勢を背景に156円台後半まで上昇しましたが、その後は日銀の早期追加利

上げ観測が浮上、11月末には一時150円を割り込む展開となりました。12月に入るとＦＲＢが堅調な経済指標やイン

フレ再燃への警戒から利下げペース鈍化を示唆したことや、日銀の金融政策決定会合では植田総裁が利上げに慎重

な姿勢を示したことから円安ドル高が進行、157円台で取引を終えました。

このような環境のもとで、当社グループの当第３四半期連結累計期間の商品デリバティブ取引の総売買高996千枚

(前年同期比13.5％増)及び金融商品取引の総売買高1,671千枚(前年同期比24.2％減)となり、受入手数料5,687百万

円(前年同期比6.8％増)、トレーディング損益26百万円の利益(前年同期は21百万円の損失)となりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は営業収益5,800百万円(前年同期比8.2％増)、純営業収益5,786百

万円(前年同期比8.2％増)、経常利益1,720百万円(前年同期比8.1％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益1,210

百万円(前年同期比12.7％増)となりました。

今後の安定的な収益拡大に向け、商品デリバティブ取引、取引所株価指数証拠金取引「ゆたかCFD」及び取引所為

替証拠金取引「Yutaka24」を３本柱とし、特に取引所株価指数証拠金取引「ゆたかCFD」等の金融商品取引は急成長

の途にあり、引き続き大きく成長させるよう注力してまいります。また、中期経営計画に基づき、早期の東京証券

取引所会員資格取得を目指し、既存の経営資源・知的財産の更なる充実を図るとともに、有価証券等取扱いのため

の資源配分を進め、2023年度から2025年度までを計画期間としております。
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なお、後記「２.四半期連結財務諸表及び主な注記(セグメント情報等)」に掲記したとおり、当社グループの事業

セグメントは、主として商品デリバティブ取引の受託及び自己売買、並びに金融商品取引の受託及び自己売買の商

品デリバティブ取引業等の単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の資産総額は115,823百万円、負債総額は102,509百万円、純資産は13,314百万円と

なっております。

当第３四半期連結会計期間末の資産総額115,823百万円は、前連結会計年度末99,476百万円に比べて16,346百万円

増加しております。この内訳は、固定資産が230百万円減少したものの、流動資産が16,577百万円増加したものであ

り、主に「現金及び預金」が3,535百万円、「保管有価証券」が3,127百万円それぞれ減少したものの、「有価証

券」が1,000百万円、「差入保証金」が19,532百万円、「委託者先物取引差金」が1,679百万円それぞれ増加したこ

とによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債総額102,509百万円は、前連結会計年度末87,005百万円に比べて15,503百万円

増加しております。この内訳は、固定負債が187百万円減少したものの、流動負債が15,689百万円増加したものであ

り、主に「委託者未払金」が1,358百万円、「預り証拠金代用有価証券」が3,127百万円、流動負債の「その他」が

2,463百万円それぞれ減少したものの、「預り証拠金」が22,450百万円増加したことによるものであります。なお、

流動負債の「その他」の主な内訳は、未払先物取引差金2,391百万円の減少となっております。

当第３四半期連結会計期間末の純資産13,314百万円は、前連結会計年度末12,471百万円に比べて843百万円増加し

ております。この内訳は、その他の包括利益累計額が69百万円減少したものの、株主資本が912百万円増加したこと

によるものであります。

なお、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は11.5％(前連結会計年度末は12.5％)となっております。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社グループは商品市場、証券市場及び為替市場等において多角的に商品デリバティブ取引業及び金融商品取引

業を展開しており、また当該市場には経済情勢、相場環境等に起因する様々な不確実性が存在しております。この

ため当社グループは、業績予想の記載は行っておりません。それに代えて、決算数値が確定したと考えられる時点

で四半期及び通期の業績速報値の開示を実施してまいります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,978,707 4,443,017

委託者未収金 32,732 33,220

有価証券 ― 1,000,000

トレーディング商品 ― 10,338

約定見返勘定 1,545 ―

保管有価証券 26,863,192 23,735,828

差入保証金 48,404,460 67,936,684

委託者先物取引差金 9,380,928 11,060,820

その他 306,116 1,328,883

貸倒引当金 △196 △3,793

流動資産合計 92,967,486 109,545,000

固定資産

有形固定資産 3,071,870 3,019,247

無形固定資産

その他 166,163 133,281

無形固定資産合計 166,163 133,281

投資その他の資産

その他 3,442,997 3,318,072

貸倒引当金 △171,720 △192,072

投資その他の資産合計 3,271,277 3,126,000

固定資産合計 6,509,311 6,278,529

資産合計 99,476,798 115,823,529

負債の部

流動負債

委託者未払金 1,358,261 ―

約定見返勘定 ― 633

短期借入金 700,000 700,000

未払法人税等 556,154 264,057

賞与引当金 188,434 28,941

役員賞与引当金 65,000 ―

預り証拠金 41,323,997 63,774,222

預り証拠金代用有価証券 26,863,192 23,735,828

金融商品取引保証金 10,897,657 11,602,025

その他 2,984,514 521,269

流動負債合計 84,937,212 100,626,978

固定負債

株式給付引当金 91,682 89,791

役員株式給付引当金 128,549 45,313

役員退職慰労引当金 172,670 172,670

訴訟損失引当金 224,921 121,641

退職給付に係る負債 837,084 860,614

その他 381,226 358,436

固定負債合計 1,836,134 1,648,467
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 197,689 197,689

金融商品取引責任準備金 34,730 36,148

特別法上の準備金合計 232,419 233,838

負債合計 87,005,766 102,509,283

純資産の部

株主資本

資本金 1,722,000 1,722,000

資本剰余金 1,106,419 1,257,794

利益剰余金 10,579,560 11,384,988

自己株式 △1,781,638 △1,825,733

株主資本合計 11,626,340 12,539,049

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 783,478 678,611

為替換算調整勘定 40,434 80,852

退職給付に係る調整累計額 20,778 15,733

その他の包括利益累計額合計 844,691 775,197

純資産合計 12,471,032 13,314,246

負債純資産合計 99,476,798 115,823,529
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

営業収益

受入手数料 5,327,608 5,687,258

トレーディング損益 △21,934 26,585

その他の営業収益 53,523 86,826

営業収益計 5,359,197 5,800,670

金融費用 11,366 14,282

純営業収益 5,347,830 5,786,388

販売費及び一般管理費 3,849,919 4,141,276

営業利益 1,497,910 1,645,112

営業外収益

受取利息 26,858 19,877

受取配当金 48,826 53,054

為替差益 1,477 ―

投資事業組合運用益 1,952 ―

貸倒引当金戻入額 3,964 ―

その他 11,289 11,447

営業外収益合計 94,369 84,379

営業外費用

為替差損 ― 8,152

投資事業組合運用損 ― 622

貸倒引当金繰入額 ― 366

権利金償却 114 48

雑損失 228 9

営業外費用合計 342 9,197

経常利益 1,591,937 1,720,293

特別利益

固定資産売却益 1,294 ―

投資有価証券売却益 26,066 189,108

訴訟損失引当金戻入額 ― 55,280

保険解約返戻金 6,022 4,762

特別利益合計 33,383 249,150

特別損失

固定資産除売却損 8,464 ―

投資有価証券評価損 ― 98,055

訴訟損失引当金繰入額 43,886 ―

金融商品取引責任準備金繰入額 4,864 1,418

特別損失合計 57,214 99,473

税金等調整前四半期純利益 1,568,106 1,869,970

法人税等 493,836 659,058

四半期純利益 1,074,269 1,210,911

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,074,269 1,210,911
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

四半期純利益 1,074,269 1,210,911

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 256,637 △104,867

為替換算調整勘定 6,678 40,418

退職給付に係る調整額 △4,698 △5,045

その他の包括利益合計 258,616 △69,494

四半期包括利益 1,332,886 1,141,417

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,332,886 1,141,417
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前四半期連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の

四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、主として商品デリバティブ取引の受託及び自己売買、並びに金融商品取引の

受託及び自己売買の商品デリバティブ取引業等の単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情報の記

載を省略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 113,859千円 112,827千円

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月７日

豊トラスティ証券株式会社

取締役会 御中

東 陽 監 査 法 人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 猿 渡 裕 子

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 橋 睦

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている豊トラスティ証券株式会社の2024年４月１日から

2025年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四

半期連結累計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半

期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実

性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結

論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成

基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（※)1. 上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

2. XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


